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支えあい、共に輝き、その先へ
～少子化時代の子どもたちをめぐる状況と

健やかな育ちの為に何が必要かを考える～

清原 慶子



1. 「子どもの健やかな育ち」とは何か、

『子ども子育て支援法に基づく基本指針』から考える

（１）基本的な考え方 ＜赤字は講師が付加＞

〇「子どもの最善の利益」が実現される社会をめざす

〇 障害、疾病、虐待、貧困など社会的な支援の必要性が
高い子どもやその家族を含め、
全ての子どもや子育て家庭を対象

〇 一人ひとりの子どもの健やかな育ちを等しく保障

「子ども・子育て支援の意義に関する事項」



〇 乳児期における愛着形成を基礎とした情緒の安定

他者への信頼感の醸成、乳児期における他者との関わり
基本的な生きる力の獲得
乳児期の重要性や特性を踏まえ、

発達に応じた適切な保護者の関わりや、
質の高い教育・保育の安定的な提供を通じ、
子どもの健やかな発達を保障することが必要

（２）子どもの育ちに関する理念

1. 「子どもの健やかな育ち」とは何か、

『子ども子育て支援法に基づく基本指針』から考える



〇 子ども子育て支援とは、保護者が子育てについて第一義的責任を有す
ることを前提としつつ、地域や社会が保護者に寄り添い、子育てに対
する負担や不安、孤立感を和らげることを通じて、保護者が自己肯定
感を持ちながら子どもと向き合える環境を整え、親としての成長を支
援し、子育てや子どもの成長に喜びや生きがいを感じることができる
ような支援をしていくこと。

〇 子どもや子育て家庭の置かれた状況や地域の実情を踏まえ、幼児期の
多様な子ども・子育て支援の量的拡充と質的改善を図る。

〇 妊娠・出産期からの切れ目ない支援を行っていく。

（３）子育てに関する理念と子ども・子育て支援の意義

1. 「子どもの健やかな育ち」とは何か、

『子ども子育て支援法に基づく基本指針』から考える



〇 社会のあらゆる分野における全ての構成員が、
子ども・子育て支援の重要性に対する
関心や理解を深め、
各々が協働し、
それぞれの役割を果たすことが必要。
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1. 「子どもの健やかな育ち」とは何か、

『子ども子育て支援法に基づく基本指針』から考える

（４）社会のあらゆる分野における構成員の責務、役割



多様なグループ・団体と市が、自治に関わる地域の目標を

共有し、それぞれの役割分担を明確にし、対等の立場で相

互協力をしながら、それぞれの特性を最大限発揮し、その

実現のために共に汗をかき、評価や改善も共に行っていく

こと
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協働とは



〇 内閣府「青少年のインターネット利用環境実態調査」
等から
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２．子どもたちの犯罪をめぐる状況を理解する

（１）青少年をめぐる情報環境の現状
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インターネット利用の低年齢化
出典：平成31年3月内閣府「平成30年度青少年インターネット
利用環境実態調査調査結果（概要）」



出典：平成31年3月内閣府「平成30年度青少年インターネット利用環境実態調査調査結果（概要）」
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出典：平成31年3月内閣府「平成30年度青少年インターネット利用環境実態調査調査結果（概要）」
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スマートフォン，ゲーム機，パソコン等の所有率が高い



（２）青少年の非行・犯罪の現状
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２．子どもたちの犯罪をめぐる状況を理解する

〇 罪種別の被害児童数の推移

〇 学職別の被害状況

〇 SNSサイト種別の被害児童数の推移

〇 最近の非行の動向
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罪種別の被害児童数の推移 出典：「平成28年版犯罪白書」
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学職別の被害状況
出典：平成31年3月警察庁生活安全局少年課「平成30年における少年非行，
児童虐待御及び子供の性被害の状況」を基に作成



出典：平成30年4月26日警察庁少年課・情報技術犯罪対策課「平成29年におけるＳＮＳ等に起因する被害児童の現状と対策について」
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ＳＮＳのサイト種別の被害児童数の推移



最近の非行の動向 出典：「平成30年版警察白書」



犯罪少年による特別法犯は，昭和３８年と５８年をピークとする大きな波が見られ，その後，平成１９年から増加し
ていたが，２４年からは減少に転じた。罪名別に見ると，昭和５０年代から薬物犯罪が特別法犯の大半を占めていた
が，平成１８年以降は，薬物犯罪より軽犯罪法違反の人員が多くなっている。

出典：「平成30年版犯罪白書」



覚せい剤取締法違反の検挙人員は，昭和５７年と平成９年をピークとする波が見られた後，１０年以降は減少傾向
にある。大麻取締法違反の検挙人員は，２６年から４年連続で増加している。

出典：「平成30年版犯罪白書」
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（１）少年院や鑑別所の入所者数の傾向

３．非行からの立ち直りを支える活動の意義と

今後の在り方を考える

出典：「平成30年版犯罪白書」



出典：「平成30年版犯罪白書」
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少年院映像表現コンクール
平成30年度作品テーマ：「自己責任」
https://youtu.be/YF9gS89U1L8
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３．非行からの立ち直りを支える活動の意義と

今後の在り方を考える

https://youtu.be/YF9gS89U1L8


少年鑑別所は「法務少年支援センター」として地域の関
係団体と連携して青少年の非行・犯罪予防の支援活動を
展開
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３．非行からの立ち直りを支える活動の意義と

今後の在り方を考える

（２）保護司、更生保護女性会、ＢＢＳ等の現状活動

※BBS…Big Brothers and Sisters Movement
少年少女たちに、同世代の、いわば兄や姉のよ
うな存在として、一緒に悩み、一緒に学び、一
緒に楽しむボランティア活動



注 １ 法務省保護局調査による。
２ 各年１月１日現在。
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保護司，更生保護女性会，ＢＢＳの人数の動向
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保護司，更生保護女性会，ＢＢＳの人数の動向

注 法務省保護局調査による。各年４月１日現在。
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保護司，更生保護女性会，ＢＢＳの人数の動向

注 法務省保護局調査による。各年４月１日現在。



事例：NPO法人いのちのミュージアム（日野市）
生命のメッセージ展の開催
被害者が生きていたことの証をメッセージと
当時の身長の人型と靴で示す
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３．非行からの立ち直りを支える活動の意義と

今後の在り方を考える

（３）犯罪被害者の会が、被害者や被害者遺族の立場
から体験を語り、再犯防止に貢献



（１）児童虐待の通報・発見の件数は増加傾向
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４．子どもたちの虐待をめぐる状況を理解し、

支援の在り方を考える

出典：厚生労働省「平成29年度 児童相談所での児童虐待相談対応件数（速報値）」



（２）子どもたちが被害者となる殺人事件等の件数は
減っていない
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４．子どもたちの虐待をめぐる状況を理解し、

支援の在り方を考える

出典：「平成25年版警察白書」



知能犯の罪種別検挙人員

２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年 ３０年 増減数 増減率

1,144 978 971 962 878 987 936 833 899 1,155 256 28.5

1,038 880 860 841 762 840 802 708 803 1,065 262 32.6

38 42 35 24 21 26 25 18 24 15 ▲ 9 ▲ 37.5

68 56 76 97 95 121 109 107 72 75 3 4.2

33 51 125 160 262 318 394 352 475 750 275 57.9

注）振り込め詐欺の平成30年中の数値は暫定値。

総 数

詐 欺

横 領

偽 造

振 り 込 め 詐 欺
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（３）特殊詐欺等知能犯が増加傾向

４．子どもたちの虐待をめぐる状況を理解し、

支援の在り方を考える

罪種別検挙人員推移（平成２１年～平成３０年）
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（４）子ども家庭支援ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）

４．子どもたちの虐待をめぐる状況を理解し、

支援の在り方を考える

○ 地域の中核的な療育支援施設として、障がいや発達等に課題のある子どもに対する療育、訓練・

相談等を実施

○ 保育所や幼稚園等を訪問し、子どもへの直接支援や在籍園の保育力向上にむけた支援を実施

○ 発達等に課題のある子どもとその家族への支援や地域への啓発を実施



（１）妊娠期からの切れ目のない子ども子育て支援の意義
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５．子どもたちの健やかな育ちを支える活動の意義を考える

事例：三鷹市の子育て世代包括支援センター

●妊産婦や乳幼児等の状況を
継続的・包括的に把握する

●妊産婦や保護者からの相談に
専門家が対応する

●必要な支援の調整や関係機関
との連絡調整を行う

切れ目なく
支援を提供

三鷹市では、総合保健センター、子ども発達支援センター、子ども家庭支援センターが連携して、
「子育て世代包括支援センター機能」を発揮！

育児不安の
解消

虐待の予防

役割



●受付：電話での予約制（当日可）

●場所：総合保健センター

●時間：約１時間

●実績：平成29年度は1,351人に実施

●方法：保健師・助産師・看護師が妊娠届出書、アンケート、面接シー

トに基づき対話して、適切な情報提供や必要に応じて支援プラ

ンを作成

●目的：妊娠中の不安の軽減・産後うつや虐待防止

●特典：面接を受けた方には「子ども商品券」を１万円分贈呈
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５．子どもたちの健やかな育ちを支える活動の意義を考える

事例：三鷹市の妊婦全員対象「ゆりかご面接」



●目的：母親の身体的な回復と心理的な安定を促し、母親自身のセルフ

ケア能力を高める。

●対象：産後うつを発症しやすい産後４か月頃までの産婦と乳児の内、

家族親族等から十分な支援が受けられない人
＜日本版エジンバラ産後うつ自己評価票回収結果：支援が必要な母親約1割＞

●産後のサポートなしは約1割。約6割が里帰りせず自宅で過ごす。

●ケア内容：母親の心身のケア・適切な授乳ができるためのケア・育児

手技についての具体的な指導及び相談等

●小児科医、専門職の支援

●午前１０時～午後４時まで
32

５．子どもたちの健やかな育ちを支える活動の意義を考える

事例：三鷹市のゆりかごプラス（産後ケア）平成３０年度から
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５．子どもたちの健やかな育ちを支える活動の意義を考える

（２）地域における子ども子育て支援活動

多様な子育て支援の担い手の活躍

妊婦・子育て家庭

保育園

子ども家庭支援センター

親子ひろば事業者

ファミリーサポートセンター

民生・児童委員

総合保健
センター

学童保育所

児童養護施設

病児保育事業者

児童館

行政の子ども関係部署 子ども発達支援センター

ＮＰＯ法人

助産師会
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５．子どもたちの健やかな育ちを支える活動の意義を考える

（３）コミュニティスクールを基盤とする
小中一貫教育と教育支援＜三鷹市の場合＞

●2003年４月 「三鷹市小・中一貫教育校基本計画検討委員会」設置

●2006年４月 三鷹市初の小・中一貫教育校（にしみたか学園）

●2009年９月 全市展開

●市内７中学校及び15小学校を７つの学園に編成し、学園としての教育課程

編成・届出・実施・カリキュラム

●学園単位での行事、教員の相互乗り入れ授業等の学校間の交流プログラム

小1年 小2年 小3年 小4年 小5年 小6年

中1年
中2年

中3年

中１ギャップの解消！

学校種間の段差の解消



平成18年1学園

平成20年3学園
平成21年3学園

全７学園 三鷹市立小学校 １５校

中学校 ７校
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５．子どもたちの健やかな育ちを支える活動の意義を考える



●スクールソーシャルワーカーは、児童・生徒を取り巻く環境等の再調
整のために、児童・生徒本人や保護者、学校や関係機関と連携する役
割。三鷹市では、総合教育相談室の教育相談員及び市配置のスクール
カウンセラーが、スクールソーシャルワーカー機能を果たす。

●最近のケースの一般的な傾向：
一人親家庭が増加し、保護者に精神疾患等があったり、経済的な問題
・養育困難などの課題を抱えている場合がある。子ども自身の不適応
や訴えがあり、家庭の中に明らかな課題があるにも関わらず、保護者
自身が他の支援に対して遠慮する傾向があり、なかなか相談につなが
らない傾向。問題が複雑化している為福祉・医療・教育・司法などの
様々な機関との連携が必須。
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５．子どもたちの健やかな育ちを支える活動の意義を考える



● 2022年から成人年齢が引き下げられ、20歳から18歳に

●少子長寿社会、高度情報社会の中で、子どもも、
おとなも、共に成長する地域づくりが大切

●子どもを産み、育てている親による「しつけ」や
「家庭教育」は子どもにとって基礎

●子ども子育て支援の「協働」の現場が「地域」
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６．子どもも、おとなも、共に成長する地域づくりを

（更生保護女性会への期待）



●スマートフォン、インターネットの急速な普及は、子どもも
おとなも、直接的な対話のコミュニケーション能力が衰える
傾向がある状況下、身に付けたい態度やコミュニケーション
能力
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６．子どもも、おとなも、共に成長する地域づくり

◆「自己管理力」
…すぐに切れたりせずに、待つことができる心

◆「自己抑制力」
…わがままにならず、他人を思いやる心

◆「自尊感情」「自己肯定感」「共感」
…他者を愛すると共に、自分を愛する心

◆言葉によるコミュニケーションだけでなく、非言語のコミュ
ニケーションにも注目を
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６．子どもも、おとなも、共に成長する地域づくり

◆子どもたちに伝えたい大切なことと、おとなも自覚した
いこと
・考える力 ・選ぶ力 ・責任をとる力
・支え合う力 ・「自律」と「協働」

◆多世代交流、 多職種連携、 多様性の重視を

◆子どもは大人に守られる、教えられるだけでなく、子ど
もが大人を守り、教えることができる

◆子ども同士で、守り合い、教え合うことができる環境づ
くりを



清原慶子（きよはらけいこ）

昭和26年東京都出身。
慶應義塾大学法学部政治学科卒業、同大学大学院法学研究科修士課程・社会学研究科博士課程で学ん
だ後、常磐大学人間科学部専任講師、ルーテル学院大学文学部教授、東京工科大学メディア学部長・
教授を経て、平成15年4月～平成31年4月まで三鷹市長を4期16年つとめる。
三鷹市長として、市民参加と協働による安全安心のまちづくりを進めるとともに、「コミュニティ・
スクールを基盤とした小中一貫教育」及び「妊娠期からの切れ目のない子ども子育て支援」を推進。
更生保護関係では、大学教員の時には法務省「人権擁護推進審議会」及び司法制度改革推進本部「刑
事・裁判員制度検討会」「公的弁護制度検討会」等の委員をつとめ、市長就任後に法務省「更生保護
のあり方を考える有識者会議」委員及び「法曹養成制度検討会議」構成員等をつとめた。
現在は、ルーテル学院大学客員教授、東京大学「経営協議会」委員、内閣官房「郵政民営化委員会」
委員、文部科学省「中央教育審議会」委員、総務省「統計委員会」「官民競争入札等監理委員会」委
員及び総務省行政評価局アドバイザー、内閣府：「青少年インターネット環境の整備等に関する検討
会」委員、一般財団法人全国地域情報化推進協会理事、一般社団法人行政情報システム研究所理事、
一般社団法人安心ネットづくり促進協議会顧問、日本弁護士連合会市民会議委員等をつとめる。
更生保護女性会会員。
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講師プロフィール


